
業務棚卸評価シート 1/4

25年度 26年度 27年度 95,747 95,747 109,303 109,303

1 総
行政文書管理
事務

行政文書が茅ヶ
崎市行政文書管
理規則などに定
められたとおり
統一された扱い
がされるように
指導を行う。

職員

定
例
定
型

各課の文書保管
状況調査におい
て最良の評価を
受けた課の割合

９０％ ９５％ 100% 53,652 100%

適切な行政文書事務に
資するよう日々の業務
において指導を行っ
た。

Ａ 54,678

業
務
計
画

なし 不可 未 高 中 高 現状維持
維
持

1
行政文書管理
事務

公印押印文書の
審査及び指導

審査件数 20,000件 21,577件
公印押印文書の
審査及び指導

審査件数 20,000件

業
務
計
画

予
算
な
し

1
行政文書管理
事務

文書管理に関す
る職員研修

研修回数 年４回 年５回
文書管理に関す
る職員研修

研修回数 年４回

業
務
計
画

予
算
な
し

1
行政文書管理
事務

適正な文書管理
推進のための文
書管理推進会議
の開催及び運営

開催回数 年３回 年３回

適正な文書管理
推進のための文
書管理推進会議
の開催及び運営

開催回数 年４回

業
務
計
画

予
算
な
し

1
行政文書管理
事務

文書担当職員の
外部研修への参
加

研修等参加回
数

年３回 年３回 5
文書担当職員の
外部研修への参
加

研修等参加回
数

年３回 5

業
務
計
画

維
持

1
行政文書管理
事務

文書管理システ
ムの適正な管理
及び運用

適正管理 １００％ １００％
文書管理システ
ムの適正な管理
及び運用

適正管理 １００％

業
務
計
画

予
算
な
し

1
行政文書管理
事務

保存期間が満了
した文書の処理

廃棄重量 25,000㎏ 17,290㎏ 210
保存期間が満了
した文書の処理

廃棄重量 25,000㎏ 356

業
務
計
画

維
持

1
行政文書管理
事務

文書管理事務に
必要な消耗品の
各課への払出

消耗品配布回
数

週１回 週１回
文書管理事務に
必要な消耗品の
各課への払出

消耗品配布回
数

週１回

業
務
計
画

予
算
な
し

1
行政文書管理
事務

永年保存文書の
マイクロフィル
ム化の推進

コマ数 6,600コマ 4,847コマ 239
永年保存文書の
マイクロフィル
ム化の推進

コマ数 6,600コマ 406

業
務
計
画

維
持

1
行政文書管理
事務

文書書庫の保守
電動式書庫の
稼働日数

244日 244日 351 文書書庫の保守
電動式書庫の
稼働日数

245日 361

業
務
計
画

維
持

1
行政文書管理
事務

文書書庫の適正
な管理

永年文書の見
直しを行った
フォルダー数

20,000件 23,014件
文書書庫の適正
な管理

永年文書の見
直しを行った
フォルダー数

3,500件

業
務
計
画

予
算
な
し

1
行政文書管理
事務

保存文書の貸出
及び閲覧

貸出件数 1,800件 1,288件
保存文書の貸出
及び閲覧

貸出件数 1,800件

業
務
計
画

予
算
な
し

1
行政文書管理
事務

各課の文書の印
刷

印刷機による
印刷枚数

8,000,000
枚

7,580,897枚 14,382
各課の文書の印
刷

印刷機による
印刷枚数

8,000,000
枚

16,116

業
務
計
画

維
持

1
行政文書管理
事務

印刷関連機器の
保守・管理

適正管理 １００％ １００％ 27,972
印刷関連機器の
保守・管理

適正管理 １００％ 26,205

業
務
計
画

維
持

1
行政文書管理
事務

公印の管守 適正管理 １００％ １００％ 公印の管守 適正管理 １００％

業
務
計
画

予
算
な
し

1
行政文書管理
事務

行政図書の購
入、管理及び貸
出

図書購入冊数 ４１冊 ４７冊 8,240
行政図書、追
録、官報の購入
及び管理

図書購入冊数 ４0冊 8,658

業
務
計
画

維
持

1
行政文書管理
事務

（仮称）公文書
管理条例の制定
に向けた調査・
研究

規定すべき事
項、内容等の
検討

年度末

各市の事例を
調査するとと
もに公文書管
理法の研修に
も参加し、規
定すべき事項
等について検

（仮称）公文書
管理条例の制定
に向けた調査・
研究

規定すべき事
項、内容等の
検討

年度末

業
務
計
画

予
算
な
し

1
行政文書管理
事務

保存期間３年以
上文書の引継ぎ
及び保存

引継フォル
ダー数

20,000件 17,690件 2,020
保存期間３年以
上文書の引継ぎ
及び保存

引継フォル
ダー数

20,000件 2,217

業
務
計
画

維
持

1
行政文書管理
事務

ファイリングシ
ステムの指導研
修

巡回指導する
課の数

５課 ５課 233
ファイリングシ
ステムの指導研
修

巡回指導する
課の数

５課 354

業
務
計
画

維
持

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容
実績値

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量活動量・サービス量 ④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果

指標・目標

予
算
の
方
向
性

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

平成２６年度計画

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

文書法務課

自立的に、適正な法的判断をおこなうことので
きる体制を構築する

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

文書法務課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績
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25年度 26年度 27年度 95,747 95,747 109,303 109,303

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容
実績値

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量活動量・サービス量 ④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果

指標・目標

予
算
の
方
向
性

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

平成２６年度計画

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

文書法務課

自立的に、適正な法的判断をおこなうことので
きる体制を構築する

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

文書法務課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

2 総
郵便物等に関
する事務

郵便物等の受領
及び庁内集配を
一括して行うこ
とにより、事務
の効率化を図
る。

職員

定
例
定
型

適正な郵便事業
の執行

100％ 100％ 100% 30,055 100%

郵便物の受領や庁内集
配に当たり誤りは発生
せず、適切に行われて
いる。

Ａ 40,217

位置付け
ないが取
り組みを
進める

不可 未 高 高 高 拡大
増
や
す

2
郵便物等に関
する事務

一般郵便物等の
受領及び仕分け

処理終了時間
午前１０時
までに処理

午前１０時ま
でに処理

一般郵便物等の
受領及び仕分け

処理終了時間
午前１０時
までに処理

予
算
な
し

2
郵便物等に関
する事務

着払い、料金未
納、料金不足郵
便等の受領

処理終了時間
午前１０時
までに処理

午前１０時ま
でに処理

着払い、料金未
納、料金不足郵
便等の受領

処理終了時間
午前１０時
までに処理

予
算
な
し

2
郵便物等に関
する事務

親展、特殊、金
券郵便物等の受
領

処理終了時間
午前１０時
までに処理

午前１０時ま
でに処理

親展、特殊、金
券郵便物等の受
領

処理終了時間
午前１０時
までに処理

予
算
な
し

2
郵便物等に関
する事務

郵便物等の各課
への集配

集配回数 １日３回 １日３回 1,758
郵便物等の各課
への集配

集配回数 １日３回 2,262
維
持

2
郵便物等に関
する事務

文書集配のあり
方について検討

現況調査、手
法検討、報告

９月末

試行的に辻堂
駅前出張所開
設の時期に併
せて８施設を
実施予定

郵便物等の各出
先機関への集配

巡回配送する
施設数

８施設 2,900

位置付け
ないが取
り組みを
進める

⑥市役所の変
革

２５年度

本庁機関と
出先機関等
との文書集
配のあり方
の検討、報
告

26
より効率的な
文書集配

増
や
す

2
郵便物等に関
する事務

神奈川県との間
の逓送郵便物の
活用

逓送件数 1,500件 1,539件
神奈川県との間
の逓送郵便物の
活用

逓送件数 1,500件

予
算
な
し

2
郵便物等に関
する事務

郵便料金計器に
よる発送処理

計器消印件数
2,100,000
通

2,065,651通 1,135
郵便料金計器に
よる発送処理

計器消印件数
2,100,000
通

1,242
維
持

2
郵便物等に関
する事務

各課からの文書
の発送処理

郵送通数 300,000通 291,714通 26,782
各課からの文書
の発送処理

郵送通数 300,000通 33,000
維
持

2
郵便物等に関
する事務

各課からの文書
の発送処理（配
当替他課分）

郵送通数
1,900,000
通

1,899,324通
各課からの文書
の発送処理（配
当替他課分）

郵送通数
1,900,000
通

予
算
な
し

2
郵便物等に関
する事務

後納郵便物以外
の対応（切手、
はがき等）

未納不足郵便
件数

１４０件 １３１件 380
後納郵便物以外
の対応（切手、
はがき等）

料金不足郵便
について適切
に処理した割
合

１００％ 813
維
持

2
郵便物等に関
する事務

各課配当分の郵
便料金の伝票記
票

期限内処理 １００％ １００％
各課配当分の郵
便料金の伝票記
票

期限内処理 １００％

予
算
な
し

3 総

内部情報系シ
ステム最適化
（文書管理シ
ステム）

庁内業務運営の
効率化、合理化
等を推進するた
め、システムを
再構築するもの
です。

職員
政
策
管理日数 年３６５日 年３６５日 年３６５日 なし 不可 未 高 中 高 現状維持

予
算
な
し

3

内部情報系シ
ステム最適化
（文書管理シ
ステム）

最適化定例会の
出席、新システ
ム導入の検討

会議回数 ２回 １回
最適化定例会の
出席、新システ
ム導入の検討

会議回数 ２回

予
算
な
し

4 総 政策法務事務

条例の制定改廃
に当たり法的観
点から助言を行
うとともに、職
員の政策法務能
力の向上を図
る。

全市民
職員

定
例
定
型

研究に参加した
職員の数

８名 ８名 ８名 450 １０名

自転車の安全利用に関
する条例の研究を行
い、条例案の策定まで
至った。

Ａ 520

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

4 政策法務事務
法令、条例等の
解釈等について
の相談

受付数 ２０件 ４３件
法令、条例等の
解釈等について
の相談

受付数 ２０件

業
務
計
画

予
算
な
し

4 政策法務事務
政策法務能力向
上のための庁内
研究

研究に参加し
た職員の数

８名 １０名 450
政策法務能力向
上のための庁内
研究

研究に参加し
た職員の数

８名 520

業
務
計
画

維
持

5 総
条例（案）、
規則（案）等
の審査事務

条例、規則等に
ついて、法的適
格性、法的正当
性及び法的協調
性を確保する。

職員

定
例
定
型

例規等審査会に
付した条例、規
則等の数

１００件 １００件 １００件 335 １２５件

事前審査を適切に行
い、例規審査会資料を
作成することができ
た。

Ａ 571

業
務
計
画

なし 未 高 高 高 現状維持
維
持

5
条例（案）、
規則（案）等
の審査事務

例規等審査会に
おいて、条例等
の制定改廃の審
査を行うため、
当該事案の事前
審査及び会議資
料の作成

審査会に付し
た条例等の件
数

１００件 １２５件 335

例規等審査会に
おいて条例等の
審査を行うため
の事前審査及び
会議資料の作成

審査会に付し
た条例等の件
数

１００件 571

業
務
計
画

維
持
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25年度 26年度 27年度 95,747 95,747 109,303 109,303

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容
実績値

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量活動量・サービス量 ④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果

指標・目標

予
算
の
方
向
性

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

平成２６年度計画

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

文書法務課

自立的に、適正な法的判断をおこなうことので
きる体制を構築する

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

文書法務課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

5
条例（案）、
規則（案）等
の審査事務

補助金交付要綱
等の審査

審査した要綱
の実施数

１２件 １２件
補助金交付要綱
等の審査

審査した要綱
の実施数

１２件

業
務
計
画

予
算
な
し

5
条例（案）、
規則（案）等
の審査事務

例規の見直し
見直しのため
の視点の検討

年度末 検討中 例規の見直し
検討した視点
に基づく点検
への着手

１０月

業
務
計
画

予
算
な
し

6 総 公告式事務

条例、規則等の
効力を発生さ
せ、及びその周
知をする。

全市民
職員

定
例
定
型

公布し、又は公
表した条例、規
則等の数

５２０件 ５２０件 ５２０件 ６９７件
条例、規則等を適正に
公布し、又は公表し
た。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

6 公告式事務
条例等の市役所
及び小出支所の
掲示場への掲示

掲示した条例
等の数

５２０件 ６９７件
条例等の市役所
及び小出支所の
掲示場への掲示

掲示した条例
等の数

５２０件

予
算
な
し

6 公告式事務

公布又は公表し
た条例等のイン
ターネットによ
る情報提供

ＨＰに登載し
た条例等の数

１００件 １３０件

公布又は公表し
た条例等のイン
ターネットによ
る情報提供

ＨＰに登載し
た条例等の数

１００件

予
算
な
し

7 総
例規集の編
集、管理及び
整備事務

インターネット
等の活用により
広く市民等への
最新例規情報を
提供する。

全市民
職員

定
例
定
型

例規集及び例規
データの更新回
数

年４回 年４回 年４回 8,479 年４回

例規集及び例規データ
をそれぞれ４回ずつ更
新し、市民及び職員の
閲覧に供した。

Ａ 6,804 あり 不可 未 中 中 高 現状維持
減
ら
す

7
例規集の編
集、管理及び
整備事務

例規データベー
スの更新

年間更新回数 年４回 年４回 5,145
例規データベー
スの更新

年間更新回数 年４回 5,616
減
ら
す

7
例規集の編
集、管理及び
整備事務

例規集の加除整
理

加除整理回数 年４回 年４回 3,334
例規集の加除整
理

加除整理回数 年４回 1,188 あり
⑥市役所の変
革

２５年度
例規集の簡
易製版化 25

例規集の原版
及び追録の製
版をを簡易な
ものとしま
す。

減
ら
す

8 総
要綱のホーム
ページでの公
開

要綱をデータ
ベース化し、
ホームページ上
で公開する。

全市民
職員

定
例
定
型

要綱のホーム
ページでの公開

課題の検討 要綱の整備 要綱の公開 検討中

各市の事例を参照し、
公表方法等の検討を行
うとともに、要綱の整
備に向けた参考例の検
討を行ったが、イント
ラへの掲載には至らな
かった。

Ｂ 不可 未 高 中 中 現状維持
増
や
す

8
要綱のホーム
ページでの公
開

要綱のＨＰでの
公開に向けた課
題の検討

要綱の参考例
のイントラへ
の掲載

年度末 検討中

ホームページで
の公開に向けた
課題の検討と整
理

公開に向けた
要綱の整理へ
の着手

１０月

予
算
な
し

9 総 訟務事務

紛争の防止及び
解決に努め、市
行政の適正な運
営を確保する。

職員

定
例
定
型

自治行政法律相
談員へ相談を
行った件数

４５件 ４５件 ４５件 2,280 ３３件

自治行政法律相談員へ
相談を行い、法的な問
題解決への一助となっ
た。

Ａ 5,304 なし 不可 未 高 中 高 現状維持
維
持

9 訟務事務
自治行政法律相
談員による法律
相談

相談件数 ４５件 ３３件 2,280
自治行政法律相
談員による法律
相談

相談件数 ４５件 2,280
維
持

9 訟務事務

主管課において
処理される不服
申立て又は訴訟
若しくは調停に
ついて、その処
理方法等の相談
及び助言

相談対応日数
(件数）

２４４日
（５件）

２４４日
（４件）

不服申立て又は
訴訟若しくは調
停について、そ
の処理方法等の
相談及び助言

相談対応日数
(件数）

２４４日
（５件）

予
算
な
し

9 訟務事務

訴訟又は調停に
おいて、代理人
として弁護士の
選任の依頼に応
じ、弁護士との
訴訟委任契約の
締結

適正に契約を
締結できな
かった件数

０件 ０件 0

訴訟又は調停に
おける代理人の
選任係る弁護士
との訴訟委任契
約の締結

適正に契約を
締結できな
かった件数

０件 3,024
維
持

9 訟務事務
事故賠償審査会
の運営管理

適切に対応で
きなかった件
数

０件 ０件
事故賠償審査会
の運営管理

適切に対応で
きなかった件
数

０件

予
算
な
し

10 総 行政手続事務
処分等に関する
手続を適正に行
う。

全市民
職員

定
例
定
型

研修に参加した
職員の数

５０名 ５０名 ５０名 60 ５９名

行政手続の適正な執行
に資するよう、行政手
続に関する基礎を学習
するための研修を行っ
た。

Ａ 60 なし 未 高 中 高 現状維持
維
持

10 行政手続事務
審査基準等が適
正なものかの調
査及び指導

見直し回数 １回 １回
審査基準等が適
正なものかの調
査及び指導

見直し回数 １回

予
算
な
し

10 行政手続事務
行政手続に関す
る研修の実施

研修会参加人
数

５０名 ５９名 60
行政手続に関す
る研修の実施

研修会参加人
数

５０名 60
維
持
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25年度 26年度 27年度 95,747 95,747 109,303 109,303

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容
実績値

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量活動量・サービス量 ④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果

指標・目標

予
算
の
方
向
性

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

平成２６年度計画

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

文書法務課

自立的に、適正な法的判断をおこなうことので
きる体制を構築する

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

文書法務課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

10 行政手続事務

審査基準等に係
る意見公募手続
の実施に向けた
準備

マニュアルの
作成

年度末 年度末

予
算
な
し

10 行政手続事務
行政手続条例の
改正

条例の公布 3月

予
算
な
し

11 総
公平委員会と
の連絡調整事
務

公平委員会との
迅速かつ的確な
連絡を図る。

公平委
員会

定
例
定
型

公平委員会と連
絡調整をした件
数

２件 ２件 ２件 ２件
公平委員会と適切に連
絡調整を行った。 Ａ なし 不可 未 高 中 高 現状維持

予
算
な
し

11
公平委員会と
の連絡調整事
務

公平委員会との
連絡調整

公平委員会と
の連絡調整を
適切に行った
割合

１００％ １００％
公平委員会との
連絡調整

公平委員会と
の連絡調整を
適切に行った
割合

１００％

予
算
な
し

12 総
公平委員会事
務

公平委員会の円
滑な運営を図
る。

公平委
員会

定
例
定
型

公平委員会の開
催回数

５回 ５回 ５回 436 ３回
公平委員会を円滑に開
催し、事案処理を適切
に行った。

Ａ 1,149 なし 不可 未 高 中 高 現状維持
維
持

12
公平委員会事
務

公平委員会の運
営管理

公平委員会に
諮られた事案
を適切に処理
した割合

１００％ １００％ 436
公平委員会の運
営管理

公平委員会に
諮られた事案
を適切に処理
した割合

１００％ 1,149
維
持

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震
動・津波等に伴
う諸現象による
同時多発的災害
が発生した場合
に、災害を軽減
し応急活動を課
として迅速的に
対処する。

全市民

定
例
定
型

なし 不可 現状維持

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

部の災害応援対
策マニュアルの
検証及び見直し
等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月
４月・10月に
見直しをおこ
なった

応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２６年４月

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

災害時相互に基
づく応援要請
（災害等発生
時）

災害応急対策
の特命に対応
する

随時 なし
応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２６年４月

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

災害時における
緊急印刷（災害
等発生時）

災害時におけ
る緊急印刷に
対応する

随時
災害時の用紙
の保管場所を
確保した。

所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

２回

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

災害時相互応援
協定に基づく協
定先との連絡調
整

連絡調整 年１回 年１回
統括調整部統括
情報班の応急対
策活動の習熟

統括調整部情
報班での訓
練・研修等の
実施

６回

予
算
な
し

災害時協定締結
先との連携強化

災害時の対応
についての協
議

２回

予
算
な
し

999 総 庁内共通事務 職員

定
例
定
型

なし 不可

予
算
な
し


